
　「介護職員の精神疾患」急増で

　　求められる対策の見直し

◆労災申請は 5年で 2倍、認定は 3倍に

厚生労働省の調べで、仕事上のストレスが原因でうつ病など

の精神疾患を発症したとして、労災を申請した介護職員が

2014 年度までの 5年で 2倍以上に増えたことがわかりまし

た。

労災認定された人も約 3倍に増加し、業種別の順位でもトッ

プなどに上昇しています。

◆申請件数は業種別ではトップ

上記集計によると、2014 年度の精神障害の労災請求件数は

1,456 件、支給決定件数は 497 件で、ともに過去最多とな

りました。

このうち、業種別の中分類で、介護を含む「社会保険・社会

福祉・介護事業」の精神疾患の労災申請は、2009 年度の 66

人が 2014 年度には 140 人となり、業種別のトップに増加

しました。

ここ 5年の増加率は約 2.1 倍で、全業種の約 1.3 倍を大きく

上回りました。

◆認定件数は「道路貨物運送業」に次ぐ 2位

また、労災認定も 2009 年度の 10人が 2014 年度には 32

人に増え、全業種の認定数（2014 年度は 497 人）の増加率

（2.1 倍）を大きく上回りました。

業種別の順位でも、2014 年度は「道路貨物運送業」（41人）

に次ぐ 2位でした（2009 年度は 5位）。

◆精神疾患の労災認定の基準は

中分類の「社会保険・社会福祉・介護事業」には福祉施設な

どで働く人も含まれますが、厚生労働省によると、多くは介

護の労働者だそうです。

精神疾患の労災は、労災認定基準に基づいて仕事の負荷との

因果関係を判断します。長時間残業や仕事の内容・量の大き

な変化、長期の連続勤務、パワハラやセクハラなどがあった

今年度は、申告書の送付は 5月末からスタートし、提出は 6

月 1日から 7月 11日までの間に行いますが、事前に準備で

きるものは早めに取り掛かっておきましょう。

◆「法人番号」の記載が必要に

申告書の様式が変更され、「法人番号欄」」が追加されていま

す。

法人番号とは、国税庁から通知された 13桁の番号で、この

番号を記入します（1法人につき 1つ割り当てられるので、

支店や事業所においても同じ番号を記入します）。個人事業

主の行う事業については、法人番号欄の 13桁すべてに「0」

を記入します。

◆建設の事業は消費税の取扱いに注意

建設の事業で労務費率により保険料の算定基礎となる賃金総

額を算出する場合、前年度中に終了した事業については、事

業の開始時期により消費税率等に係る暫定措置の適用の有無

が異なります。

詳細は厚生労働省ホームページ等で確認しておきましょう。

◆熊本・大分における地震の被害に伴い

労働保険料等の納付猶予を受ける場合

今年 4月に熊本県・大分県を中心に発生した地震により、事

業の経営のために直接必要な財産（事業財産）に相当の損失

（おおむね 20％以上）を受けた事業主は、「納付猶予申請書」

および「被災証明書」を提出することにより、一定期間その

納付の猶予を受けることができます。

この申請は、年度更新申告書の提出とともに行うことも可能

ですが、被害額が申告書の提出までに確定しない場合は、災

害が止んだ日から 2月以内に行います
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場合などにストレスの程度を評価し、強いストレスがあれば

認定されます。

◆労災対策の見直しが急務

労災申請と認定の時期は年度がずれるケースもあり、2015

年度の認定はさらに増える可能性があります。

厚生労働省は個別の事例は公表していませんが、今回の結果

は、慢性的な人手不足が続く介護業界の長時間残業や不規則

な交代制勤務など、深刻な事情を反映しているものと考えら

れ、これまでは腰痛対策などの肉体的な労災対策を中心にし

てきた介護分野での労災対策は、早急な見直しが迫られるこ

とになりそうです。

　平成 28年度「年度更新」

　手続のポイント

◆雇用保険料率は「引下げ」

労働保険の保険料は、年度当初に概算で申告・納付をし、翌

年度の当初に確定申告のうえ精算します。つまり、年度更新

手続は、前年度の確定保険料と当年度の概算保険料を併せて

申告・納付する手続きです。

この保険料とは「労災保険料」と「雇用保険料」ですが、保

険料算出に使用する保険料率が、労災保険料率は前年度から

変更ないものの、雇用保険料率は引き下げられ、一般の事業

1000 分の 11（前年度 1000 分の 13.5）、農林水産・清酒製

造の事業 1000 分の 13（前年度 1000 分の 15.5）、建設の事

業 1000 分の 14（前年度 1000 分の 16.5）となっています。

◆手続きに必要な様式等の入手方法

必要な様式やツール等は、厚生労働省のホームページに随時

アップされます。
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　　今月の税務と労務の手続

1日

　○　労働保険の年度更新手続の開始＜7月 10日まで＞

　　　［労働基準監督署］

　　

10日

　○　源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付

　　　［郵便局または銀行］

　○　雇用保険被保険者資格取得届の提出

　　　＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞

　　　［公共職業安定所］

　○　労働保険一括有期事業開始届の提出

　　　＜前月以降に一括有期事業を開始している場合＞

　　　［労働基準監督署］

　○　特例による住民税特別徴収税額の納付

　　　［郵便局または銀行］

　　

30日

　○　個人の道府県民税・市町村民税の納付

　　　＜第 1期分＞［郵便局または銀行］

　○　健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］

　○　日雇健保印紙保険料受払報告書の提出［年金事務所］

　○　労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の

　　　提出［公共職業安定所］

　○　外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険者でない場合）

　　　＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］

雇入時及び毎年一回

　○　健康診断個人票［事業場］
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